
庁  議  案  件   Ｎｏ．２  

平成２６年 １月３１日  

所 管    財 政 局 ・ 財 政 部    

  

件  名 平成２６年第１回市議会（２月議会）付議案件について 

経 過 ・ 現 状 

 

政 策 課 題 

①  当初予算案             

「一般会計当初予算」など  10件（議案10件） 

②  補正予算案             
「一般会計補正予算」など   8件（議案 8件） 

③ その他の案件 

「堺市事務分掌条例の一部を改正する条例」など 36件 

（議案33件、報告3件） 

 

対 応 方 針 

 

今 後 の 取 組 

（ 案 ） 

① 当初予算案  ＜議案 10件＞ 

１．予算規模 

○ 全会計の予算規模    6,884億円 (対前年度比＋303億円、 4.6％増) 

○ 一般会計の予算規模   3,797億円 (対前年度比＋210億円、 5.9％増) 

２. 歳入の主なもの(一般会計) 

  ○ 市税             1,304億円 (対前年度比 ＋ 8億円、 0.6％増) 

 ○ 地方交付税          433億円 (対前年度比 ＋17億円、 4.1％増) 
  (臨時財政対策債を含む) 

○ 市債            679億円 (対前年度比＋180億円、36.2％増) 

うち臨時財政対策債        209億円 (対前年度比 ＋ 10億円、 5.0％増) 

うち退職手当債              16億円 (対前年度比 △  1億円、 5.8％減) 

３．歳出の主なもの(一般会計) 

  ○ 人件費                  503億円 (対前年度比 △ 7億円、△1.4％減) 

  うち退職手当以外          459億円 (対前年度比 △ 2億円、△0.5％減) 

  ○ 扶助費            1,149億円 (対前年度比 ＋41億円、 3.7％増) 

○ 普通建設事業費       559億円 (対前年度比 ＋61億円、12.3％増) 

② 補正予算案  ＜議案 8件＞ 

１．予算規模 

○ 全会計の予算規模 9,707,661千円 

○ 一般会計の予算規模 9,292,255千円 

２. 歳入の主なもの(一般会計) 

  ○ 市税 130,000千円 

 ○ 国庫支出金  4,940,679千円 

○ 市債 6,929,600千円 

３. 歳出の主なもの(一般会計) 

○ 国の補正予算の活用 13,426,377千円 

○ 臨時福祉給付金・子育て世帯臨時特例給付金 18,822千円 

○ 被災地への支援                     90,100千円 

○ その他                                     △4,243,044千円 

④ その他の案件＜議案33件、報告3件＞ 

「堺市事務分掌条例の一部を改正する条例」など 

効 果 の 想 定  

関 係 局 と の 

政 策 連 携 
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平成 25 年度 2月補正予算（案） 

 全 会 計                                        ９，７０７，６６１千円 

（ 債務負担行為限度額   ６４，０００千円 ） 

 

 一般会計  

（歳 出）                                               ９，２９２，２５５千円 

（ 債務負担行為限度額   ６３，０００千円 ） 

 

○は現計予算  ●は債務負担行為の補正 

◆ 国の補正予算の活用                      【事業費１３，４２６，３７７千円】 

 

○ 学校施設等整備事業                                            760,950 千円 

・外壁改修など学校環境の整備を実施 

 

○ 学校等施設耐震化事業                                          579,221 千円 

・学校施設等の耐震化工事 

 

○ 橋りょう耐震化事業                                             224,000 千円 

・大浜高架橋の耐震化 

 

○ 阪神高速大和川線事業                                         11,160,000 千円 

・市施工区間の工事委託 

 

○ 直轄国道負担金                                                  187,500 千円 

・国道２６号道路改良工事 

 

○ 南海本線連続立体交差事業                                        140,000 千円 

・諏訪ノ森駅前線整備にかかる用地の取得及び工事 

 

○ 鳳上線                                                    100,053 千円 

・道路築造工事及び公共施設管理者負担金 

 

○ 鳳地区沿道整備街路事業                                     36,053 千円 

・沿道整備街路事業用地の取得 

 

○ 文化観光拠点整備事業                                            238,600 千円 

・文化観光拠点の整備工事 

 

 

 

資料 ２ 
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◆臨時福祉給付金・子育て世帯臨時特例給付金        【事業費１８，８２２千円】 

 

○ 臨時福祉給付金（簡素な給付措置）支給事業                         14,379 千円 

・消費税率引き上げによる低所得者への影響を緩和するため臨時的に措置される給付金に

関する準備経費 

 

○ 子育て世帯臨時特例給付金支給事業                                  4,443 千円 

・消費税率引き上げによる子育て世帯への影響を緩和するため臨時的に措置される給付金

に関する準備経費 

 

◆ 大規模災害の被災地及び被災者の支援          【事業費９０，１００千円】 

 

○ 大規模災害被災地等支援基金積立金                             90,100 千円 

・平成 25 年度に行った大規模災害被災地等支援事業について、国からの特別交付税や    

求償負担金で歳入があったものを、今後の活動の原資として基金に積み立てるもの 

 

  [参考] 平成25年度 被災地支援事業に関する決算見込み額 97,300千円 

 

◆ その他                                  【事業費 △４，２４３，０４４千円】 

（債務負担行為限度額  ６３，０００千円） 

  

○各種基金への積立て                                 1,701,178 千円 

・区民まちづくり基金                    308,000 千円 

・公共施設等特別整備基金               1,364,278 千円 

・子ども教育ゆめ基金                     11,000 千円 

・文化振興基金                           17,000 千円 

・泉北丘陵地区整備基金                 900 千円 

 

○ 特別会計への繰出金の補正                             2,299,050 千円 

     ・公債管理特別会計への繰出             2,229,550 千円 

    ・介護保険事業特別会計への繰出             69,500 千円 

 

○ 決算見込みに伴う補正                              △8,243,272 千円 

・還付金、償還金                   903,385 千円 

・自立支援給付など扶助費の所要額           550,529 千円 

・廃棄物発電特別会計廃止による所要額の措置     978,540 千円 

・光熱水費等の所要見込や事業進捗に伴う増加など  1,148,902 千円 

・工事の落札減や事業進捗による不用額など   △11,824,628 千円   
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● 消費税率の変更に伴う債務負担行為の補正         (限度額55,000千円） 

平成 24 年度以前に設定した債務負担行為のうち、消費税引き上げにより限度額の追加が必要

なものについて、所要の補正を行うもの              

 

・行政情報化推進事業                （限度額 4,000 千円） 

・ペットボトル及びプラスチック製容器包装資源化事業 （限度額 9,000 千円） 

・消防救急デジタル無線整備事業            （限度額 34,000 千円） 

・男女共同参画市民啓発講座等企画運営事業       （限度額 2,000 千円） 

・女性センター相談事業               （限度額 1,000 千円） 

・放課後子ども支援事業                （限度額 5,000 千円） 

 

●  製品・技術開発支援事業                 （限度額 8,000 千円） 

・製品・技術開発支援事業の事業進捗に伴うもの 

 

【 繰越明許費 】                                        

 

◇ 国の補正予算を活用した事業など繰越明許費の追加補正 （限度額 18,898,000 千円） 
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（歳 入）  ９，２９２，２５５千円 

○ 市税  130,000 千円 

 

○ 利子割交付金  50,000 千円 

 

○ 配当割交付金  180,000 千円 

 

○ 地方消費税交付金  40,000 千円 

 

○ 地方特例交付金  150,000 千円 

 

○ 地方交付税  △535,900 千円 

 

○ 使用料及び手数料  71,652 千円 

  

○ 国庫支出金  4,940,679 千円 

・地域の元気臨時交付金（追加交付分）            222,678 千円 

・国の補正予算に伴うもの                   8,074,863 千円 

・子育て世帯臨時特例給付金・臨時福祉給付金に伴うもの    18,822 千円 

・扶助費の所要増や工事の落札減や事業進捗による不用額など 

            △3,375,684 千円 

 

○ 府支出金  △152,773 千円 

・扶助費の所要増や工事の落札減や事業進捗による不用額など 

            △152,773 千円 

 

○ 財産収入  △2,628,988 千円 

 

○ 繰入金  △92,704 千円 

 

○ 市債  6,929,600 千円 

 

○ その他  210,689 千円 

 



 

5 

 

特別会計 

 

○ 国民健康保険事業特別会計                                  0 千円 

・療養給付費の減額など決算見込みに伴う所要額を補正 

※歳出のうち、保健施設費の所要の増（43,600 千円）と、決算見込に伴う療養給付費の減（43,600 千円）により補正

予算の合計額としては相殺されて±0千円となる。） 

 

○ 公共用地先行取得事業特別会計                             16,996 千円 

・一般会計繰出の増額など決算見込みに伴う所要額を補正 

 

○ 廃棄物発電事業特別会計                                 △979,740 千円 

・廃棄物発電事業特別会計廃止に向けた一般会計との組み換えによる補正 

 

○ 介護保険事業特別会計                                    556,000 千円 

・介護給付費の増額など決算見込みに伴う所要額を補正 

 

＜消費税率の変更に伴う債務負担行為の限度額の補正＞ 

・介護保険料収納コールセンター                  （限度額 1,000 千円） 

 

○ 公債管理特別会計                                        689,550 千円 

・減債基金への積立金の増額など決算見込みに伴う所要額を補正 

 

 

企業会計 

 

○ 水道事業会計                                          △235,000 千円 

・建設改良費の減額など決算見込みに伴う所要額を補正 

                                

○ 下水道事業会計                                           367,600 千円 

                      （うち国の補正予算の活用 200,000 千円） 

・国の補正予算の活用による泉北下水処理場水処理設備工事や決算見込みに伴う所要額を補正 
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平成 26 年第 1回市議会（定例会）提出予定案件 

 

◎提出予定案件概要 

2 月 17 日提案分 54 件（議案 51 件、報告 3件） 

 

○議 案  51 件 

・条 例 21 件 

1.堺市事務分掌条例の一部を改正する条例 

2.堺市特別会計設置条例の一部を改正する条例 

3.堺市市税条例の一部を改正する条例 

4.堺市廃棄物の減量化及び適正処理に関する条例の一部を改正する条例 

5.堺市小口更生資金貸付基金条例の一部を改正する条例 

 6.堺市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

7.堺市手数料条例の一部を改正する条例 

8.堺市介護保険事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例 

     9.堺市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行条例の一部を

改正する条例 

    10.堺市立こどもリハビリテーションセンター条例の一部を改正する条例 

    11.堺市立えのきはいむ条例の一部を改正する条例 

    12.堺市指定障害児通所支援事業者及び指定障害児入所施設の設置者並びに指定通所支援

の事業及び指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例 

      13.堺市立勤労青少年ホーム条例を廃止する条例 

      14.堺市土地利用審査会条例の一部を改正する条例 

      15.堺市消防手数料条例の一部を改正する条例 

      16.堺市消防長及び消防署長の資格を定める条例 

   17.堺市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

   18.堺市環境整備資金貸付基金条例の一部を改正する条例 

   19.堺市都市計画下水道事業受益者負担金条例の一部を改正する条例 

   20.消費税率の改定に伴う関係条例の整備に関する条例 

21.堺市教育文化センター条例の一部を改正する条例 

 

・工事請負契約の締結について 4件 

1.殿馬場中学校校舎改築工事  

2.西消防署庁舎建設工事 

3.若松台保育所改築工事  

4.堺消防署三宝出張所庁舎建設工事  

資料 ３ 
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・物品供給契約の変更について 1件 

 

・指定管理者の指定について 1 件 

     1.ちぬが丘障害者福祉センター 

 

・児童自立支援施設に関する事務の委託に関する協議について 1 件  

 

・包括外部監査契約の締結について  1 件  

 

・町の区域の変更及び新設について  1 件 

 

・関西広域連合規約の変更に関する協議について １件 

 

・市道路線の認定及び廃止について 1件 

 

・堺泉北有料道路事業及び南阪奈有料道路事業の変更の同意について 1件 

 

・補正予算 8件  

1．平成 25年度堺市一般会計補正予算（第 4号） 

2．平成 25年度堺市国民健康保険事業特別会計補正予算（第 3号） 

3．平成 25年度堺市公共用地先行取得事業特別会計補正予算（第 1号） 

4．平成 25年度堺市廃棄物発電事業特別会計補正予算(第 1号) 

5．平成 25年度堺市介護保険事業特別会計補正予算（第 3号） 

6．平成 25年度堺市公債管理特別会計補正予算(第 1号) 

7．平成 25年度堺市水道事業会計補正予算（第 3号） 

8．平成 25年度堺市下水道事業会補正計予算（第 3号） 

 

・当初予算 10 件 

1.平成 26年度堺市一般会計予算 

2.平成 26年度堺市都市開発資金特別会計予算 

3.平成 26年度堺市国民健康保険事業特別会計予算 

4.平成 26年度堺市公共用地先行取得事業特別会計予算  

5.平成 26年度堺市母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算 

6.平成 26年度堺市介護保険事業特別会計予算 

7.平成 26年度堺市公債管理特別会計予算 

8.平成 26年度堺市後期高齢者医療事業特別会計予算 

9.平成 26年度堺市水道事業会計予算 

10.平成 26年度堺市下水道事業会計予算 
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○報 告  3 件 

・損害賠償の額の決定の専決処分の報告について 1 件 

 

・地方自治法第 180 条の規定による市長専決処分の報告について  1 件 

1.市長の専決事項の指定第 1項による専決処分 

・車両事故   7 件 

・道路上事故   4 件 

2.市長の専決事項の指定第 3項及び第 4項による専決処分 

     ・訴えの提起  13 件 

 

 ・本市の出資に係る法人の平成 26年度事業計画及び予算の提出について  1 件 

 


